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まえがき 
 

我々は、2006年以降5年間にわたって、金融所得一体課税と社会保障・税に関わる番

号制度の導入に関する研究と提言を行ってきた。金融所得一体課税については、ペース

は遅いものの、配当の一体課税などが実現し、報告書が何らかの貢献をしたのではない

かと自負している。 

今後、証券優遇税制の期限が終了する2013年末以降に、最大の課題である利子所得、

公社債等の一体課税の進展が期待されている。その際には、2009年、2010年の当研究会

の報告書で具体案を提示した「金融所得確認システム」を活用することにより、金融機

関にまたがる所得について損益通算を確実且つ効率的に行う特定口座制度を活用する

ことを提言してきた。今回は、証券優遇税制の終了に伴い激変緩和措置として導入が予

定されている日本版ISAに変わり、自助努力で老後の資産形成を支援する税制・年金制

度である日本版IRAを、制度概要だけでなく具体的な制度設計も含めて提言している。 

政府における番号制度の検討は、昨年の報告書以降大きな進展を見せた。本年4月、

政府による社会保障・税番号要綱の公表を経て、6月には社会保障・税番号大綱が決定

され、2015年1月からの番号制度の導入開始に向けての具体的な法案作りが始まってい

る。当研究会でも、それを踏まえた様々な検討を行ってきたところであるが、今回、社

会保障・税番号の導入に関するコストの問題や民間利用の在り方についての考え方を示

すと同時に、納税者の立場に立った社会保障・税番号の活用法について、これまでの検

討を踏まえた提言を行っている。 

議論には、これまでと同様、学界、法曹界、シンクタンク、経済界の方々だけでなく、

証券・銀行両業界の方々、システムの専門家が参加し、実務を踏まえた内容となってい

るので、ぜひ御一読いただきたい。 

最後に、当研究会の事務局として、研究会の運営、報告書の作成について、全面的に

ご尽力いただいた、NTT データ経営研究所の小笠原泰さん、市村勇樹さん、小林洋子さ

ん、田島瑞希さん、助田雄也さんには、厚く御礼申し上げたい。 

 

2011 年11 月 

金融税制・番号制度研究会 座長 中央大学法科大学院教授 

森信茂樹 
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本報告書の要約 

 
1. 番号制度の理念 

いわゆる番号制度については、現在、内閣官房社会保障改革担当室を始めとして政

府内外で議論が行われており、本年 6月 30 日に、「社会保障・税番号大綱」（以下「大

綱」という。）が政府・与党社会保障改革検討本部において決定された。 

番号制度は、「公平な社会」、「効率的な行政」さらには「効果的な政策」の 3つを実

現するために不可欠のものである。 

番号制度を活用して、正確な所得を把握し、その上に正確な社会保障給付を行うこ

とは、国家運営の大前提であり、「公平な社会」の基礎となる。また、税務や社会保障

分野において「効率的」・「効果的」な行政を実現するためには、番号制度を活用する

ことが不可欠である。 

大綱の決定によって、こうした番号制度の導入に向けた準備が着実に進んでいるこ

とを、大いに支持するところである。 

 

2. 本年度の提言 

ただし、番号の導入には、相当のコストが民間にも行政にも生じる。そこで、番号

を導入する以上、民間や行政に生じるメリットは、そのコストを超えるものでなけれ

ばならない。そのためには、利用者の利便性が高まる「効率的」な番号の利用や、「効

果的」な政策の実現が必要となる。 

こうした観点から、今般の大綱について、更に検討を要する課題として、 

 

① 「効果的」な政策を実現するための番号制度のユースケース 

② 「公平な社会」を実現するための正確な所得の把握と法定調書の拡充 

③ 「効率的」な民間分野での番号の利用 

④ プライバシー保護策と第三者機関の在り方 

 

が考えられることから、本報告書では、番号制度の議論を更に深めるために、これ

らの課題についての提言を行う。 

 

3. 「効果的」な政策を実現するための番号制度のユースケース 

番号制度の導入によって、下記のような、様々な「効果的」な政策を導入すること

が可能となる。 

① 金融所得一体課税に係る番号の利用 

金融所得一体課税は、金融資産から生じる所得（以下「金融所得」という）を

勤労所得と分離して、その中で損益通算を行い、同一の税率で分離課税するとい
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うものである。 

金融所得一体課税において、利子所得が損益通算の対象となれば、銀行と証券

会社の間など複数の金融機関の口座間での損益通算が行われるようになる。この

ような複数口座間の損益通算のためには申告が必要となるが、納税者、金融機関、

税務当局それぞれにおいて、大量の申告に対応することは大きな事務負担となる。 

そこで、当研究会では、複数金融機関の口座間で、申告不要で損益通算を行う

ための仕組みとして、「金融所得確認システム」を提案してきた。本システムは、

①各金融機関が提出した資料情報を元に、税務当局が名寄せし損益通算を自動的

に行う機能、②損益通算結果を納税者がインターネット上で確認し、申告不要で

済む機能、からなる。 

このシステム構築において、番号を利用することにより、口座間の名寄せが確

実且つ効率的に実施できる。また、インターネット上で自身の損益通算結果を確

認する場合、本システムにログインする際は、大綱において示されたＩＣカード

を利用することができると考える。 

また、本システムは、申告納税制度の在り方や保有する情報の機密性から、税

務当局の管轄のもとに設置すべきである。税務当局にとっても、本システムによ

って損失繰越や還付申告に係る業務が自動化されるため、事務負担の軽減につな

がるというメリットがある。 

 

② 日本版ＩＳＡから日本版ＩＲＡへ 

現在の証券優遇税制は 2013 年（平成 25 年）末に廃止され、2014 年（平成 26

年）に税率を本則（20％）に戻すとともに、その際に激変緩和措置として日本版

ＩＳＡを導入するとされている。日本版ＩＳＡは、資産形成を支援する目的では

あるが、暫定的な措置（非課税口座開設は制度導入時から 3年）という位置付け

であり、金融機関のコスト等を考えた場合、本格的に資産形成を促進する制度と

して、これから述べる日本版ＩＲＡを導入することが望ましいと考える。 

日本版ＩＲＡは、20歳以上65歳未満の者を全て対象とした非課税口座を設け、

老後の生活のために行う投資について一定の限度額の範囲で、「個人単位」で拠

出時課税、運用・給付時非課税とするもので、現行の公的年金や企業年金の問題

点を補完し自助努力での資産形成を支援することが特徴である。 

この制度の運用に当たっては、既存の特定口座の中に、非課税対象の資産や所

得を別管理できる勘定を設けることが考えられる。複数の金融機関に口座を分散

させた場合、業際問題から金融機関を跨いで限度額管理を行う必要がでてくるが、

国民一人ひとりに重複なく付与された番号を利用することで、拠出総額が限度額

を超えないように正確に管理することが可能となる。 

また、口座管理に当たっては、番号を活用することで、個人の口座管理や限度
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額管理を効率的に行うことが可能となるので、確定拠出年金におけるレコードキ

ーピング会社を設立することなく、各金融機関において口座管理・限度額管理を

行うことが可能となり、当局においても口座の一括管理・限度額管理が可能とな

る。そうなれば、各金融機関は利用者への口座開設を促すため、日本版ＩＲＡの

運用のための商品として、自前の金融商品を幅広く用意することとなり、また利

用者も自分のニーズに即した金融商品の選択が可能となり、双方の利便性が高ま

ることとなる。 

 

③ 記入済み申告制度 

番号制度が導入されれば、税務当局が、番号を活用することで個人の所得情報

を、効率的且つ正確に収集・名寄せすることが容易になる。そこで、当研究会が

以前から提言してきた、申告時に税務当局が、番号により把握している納税者の

所得情報をあらかじめ記載して納税者に送付する仕組みである「記入済み申告」

の導入に向けた検討を開始すべきである。 

記入済み申告を導入している国の一つにスウェーデンがある。スウェーデンで

は、すべての個人納税者に、申告に必要な情報が記入された申告書が送られてく

る（紙又は電子申告）。納税者は、記入されている内容に間違いがないかを確認

し、必要があれば修正・追記して、申告が完了する。 

スウェーデンの例から、記入済み申告がうまく機能するポイントとして、「法定

調書の電子化」「簡素な手続き（個人認証）の実現」といった点があげられる。

これは、導入が予定されているマイ・ポータルの機能を拡充しつつ、電子申告

（e-Tax）の利用を一層推進していくことにより可能となる。 

 

4. 「公平な社会」を実現するための正確な所得の把握と法定調書の拡充 

「公平な社会」を実現するためには、正確な所得の把握が必要であり、番号制度の

導入によって、法定調書の名寄せ・突合の精度は向上し、それにより正確な所得の把

握に向けての一定の効果が期待される。しかしながら、それだけでは不十分で、必要

に応じて所得情報を把握するためには法定調書の拡充が必要となる。 

諸外国の資金のフローやストックに関する資料情報制度を見ると、フローについて

は、利子所得の取扱いに違いが見られる。我が国では、利子所得は、源泉分離課税と

なっており、法定調書の対象となっていない。今後、最低保障年金の導入や消費税率

引上げ時の逆進性対策等の低所得者対策を実施する際には、一定の所得以下を対象と

するためのインカムテストが必要となると考えられ、その際には、金融所得も合算す

る必要が出てくるだろう。金融所得一体課税において、利子所得を株式の譲渡損失と

特定口座で相殺させるためには、源泉分離課税から申告分離課税に移行することが必

要となり、利子所得も法定調書の対象とする必要がある。 



 

iv 

 

一方で、海外資産の取扱いについては、法定調書の充実を検討する必要がある。海

外のいわゆるタックスヘイブン等への金融資産の逃避事例に見られるように、経済取

引のグローバル化により、納税者が課税の執行逃れのために資産を国外に移転するリ

スクが高まっている。今後、我が国から海外への資金移動や海外資産についての把握

の必要性が課題となる。 

なお、先進諸国の制度を見ると、オランダを除き、法定調書の対象として、金融機

関の口座残高まで税務当局に報告させる国は見られない。 

 

5. 「効率的」な民間分野での番号の利用 

今回の大綱においては、番号制度導入のコストがどの程度か、また、国と民間でど

のようにコストを分担するのか明らかではない。しかし、民間分野での利用に先立っ

て利用が開始される税務に活用する番号は、民－民－官での利用になることから、番

号の利用に当たっては、相当のコストが民間事業者にも求められることとなる。 

その場合、金融機関については、既存口座への番号の登録を直ちに一律に実施する

ことは、例えば銀行の既存口座数が約 8億口あると言われていることを考慮すると現

実的に難しいといった事情がある。今後、民間分野における番号制度の在り方を考え

る場合には、例えばＩＣカードを本人確認で用いる際に必要な端末の設置や事務・シ

ステム対応をはじめとする、金融機関の事務・システム対応の容易性やコスト、番号

登録の実現性等に十分配慮した制度設計と導入スケジュールとすることが重要である。 

相当のコストをかけて、番号制度を導入する以上、民間分野においても、そのコス

トを上回るメリットを享受するものでなければならない。したがって、民間分野での

番号の利用（いわゆる「民間利用」）についても、こうした観点からの検討が必要であ

る。 

一般に番号の「民間利用」といった場合には、金融機関を含む民間分野（企業）で

の番号の幅広い利用を指していると思われる。金融機関等の民間分野での番号の利用

については、様々なバリエーションがある一方で、こうした利用を「民間利用」とし

て一括りにして、プライバシー上の懸念から、その是非を論じてしまう傾向にあった。 

大綱においては、番号制度の利用範囲について、当面は主に社会保障分野と税分野

においての利用を開始し、平成 30 年（2018 年）を目途に、利用範囲の拡大を含めた

番号法の見直しを行うことを引き続き検討するとされているが、一部の民間分野での

利用については、平成 30年を待たずに、利用を開始すべきと考える。 

こうした民間分野での番号の利用については、①法律上番号の利用が義務化される

もの（税務利用等）、②法律上の金融機関等に課せられた事務における番号の利用、③

営業目的での利用の３つに分けたうえで、①については、当然認められ、②について

は、利用目的を一つ一つ議論しながら法令によりその利用を認める「ホワイトリスト・

アプローチ」をとり、③については、プライバシー上の懸念を理由に慎重な意見もあ
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ることから基本的に認めるべきではない、と考える。 

 

6. プライバシーの保護策と第三者機関の在り方 

番号制度の導入に当たっては、国民のプライバシーに対する懸念に対応する必要が

ある。大綱では、国民の懸念を類型化したうえで、制度上の保護措置やシステム上の

安全措置を講じることとしている。例えば、国家により様々な個人情報が一元管理さ

れるのではないかといった国民の懸念が明示され、そのための方策として個人情報の

分散管理、番号を直接用いない情報連携等も記載されている。 

その他具体的な措置として、法令上の規制等措置や罰則強化、第三者機関による監

視等が記載されている。第三者機関は、番号に係る個人情報の取扱いの監督、番号に

係る個人情報の取扱いに関する苦情の処理、情報連携基盤及びその他の機関と接続す

る部分の監査等の業務を行うとされている。 

当研究会でも、昨年度の提言において、第三者機関の必要性を強く主張してきたと

ころである。 

また、個人情報の一元管理を回避するためには、情報保有機関である個別の省庁が、

情報連携基盤やマイ・ポータルの運営機関となることは適当でなく、情報保有機関で

はない第三者機関や省庁が適当であると考える 

さらに、プライバシーの問題に配慮しながら検討が進められてきた番号制度の導入

を、個人情報保護策を充実する絶好の機会だととらえ、現行の個人情報保護法の枠組

みの中だけでなく、個人のプライバシー保護全般にわたっての議論を行うべきである。 

 

以 上
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1 金融税制・番号制度研究会について 

当研究会は、森信茂樹中央大学法科大学院教授を座長として、金融所得一体課税、

日本版 IRA、番号制度の実現に向けた提言を行うことを目的とした研究会である。 

委員は、銀行・証券などの金融機関、法曹、税法学者、経済団体、シンクタンク、

情報システム専門家などの有識者で構成し、税理論の観点だけでなく、制度を導入・

運用するための実務的な検討を行う点が特徴である。 

平成 18 年 9 月より金融所得一体課税の実現に向けた検討を行うことを目的に「金

融税制研究会」として活動を開始し、平成 22 年 1 月より、名称を「金融税制・番号

制度研究会」に改称し、現在に至る。 

 

 

2 はじめに 

いわゆる番号制度については、現在、内閣官房社会保障改革担当室を始めとして政

府内外で議論が行われており、本年 6月 30 日に、「社会保障・税番号大綱」（以下「大

綱」という。）が政府・与党社会保障改革検討本部において決定された。 

昨年度、当研究会では、スウェーデン、オランダ、オーストリア、ドイツの４ヶ国

において現地視察を行い、昨年度の提言の中では、こうした諸外国の番号制度の導入

状況等も参考にしながら、我が国における番号制度の導入を主張し、その在り方につ

いて提言を行った。 

また、昨年度の提言では、今まで必ずしも十分に議論されてこなかった番号制度の

民間利用に焦点を当て、利用範囲について具体的な提言をするとともに、プライバシ

ー保護策や第三者機関の設置といった具体的、建設的な提言を行ってきたところであ

る。 

こうした中で、本年示された大綱における番号制度の枠組は、当研究会が行ってき

た提言や議論の内容に近いものであり、今後とも、番号制度の導入に向けた検討が更

に進むことを期待してやまない。 
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3 社会保障・税番号大綱について 

社会保障・税番号については、2010 年 2月から、政府の内閣官房国家戦略室が「社

会保障・税に関わる番号制度に関する検討会」を開催し、番号制度の導入について検

討を行い、その結果を踏まえ、同年 6月に、番号制度に係る複数の選択肢とそれらの

メリット・コスト等を整理した中間取りまとめが発表された。 

その後、担当が国家戦略室から内閣官房社会保障改革担当室に移行し、同年 11 月

に、「社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会」が設置された。本年 1 月

には「社会保障・税に関わる番号制度についての基本方針」が公表され、2月からは、

個人情報保護については個人情報保護ＷＧが、情報連携基盤等については情報連携基

盤技術ＷＧがそれぞれ設けられ、より専門的な議論が進められた。 

そして、4 月 28 日に「社会保障・税番号要綱」が公表され、6 月 30 日に「社会保

障・税番号大綱」（以下「大綱」という。）が、政府・与党社会保障改革検討本部にお

いて決定された（別添参照）。また、政府の番号制度創設推進本部では、「番号」の名

称を一般公募し、番号の名称を「マイナンバー」とすることとした。 

大綱では、今後 2015 年を目途に個人と法人に付番し、個人については、国民一人

ひとりに、住民基本台帳と紐づいた番号を割り振り、年金、医療、介護保険、福祉、

労働保険、税務などの分野に活用することを予定している。 

個人には、氏名、生年月日、性別、住所と顔写真とともに、番号を記録したＩＣチ

ップが内蔵されたカード（券面に番号を記載することを予定）が交付され、それを利

用して利用者が、対面及びオンラインで、本人であることを証明することとされてい

る。 

また、情報保有機関（番号に係る個人情報を保有する行政機関、地方公共団体及び

関係機関をいう。以下同じ。）が保有する自己の番号に係る個人情報等を確認できる

ように、個人一人ひとりに合わせて表示することができるマイ・ポータルを設け、個

人がマイ・ポータルを通じて、①自己の番号に係る個人情報についてのアクセス記録

の確認、②情報保有機関が保有する自己の番号に係る個人情報の確認、③電子申請、

④行政機関等からのお知らせの確認を行うことができるとされている。 

番号制度は、複数の機関に存在する個人や法人の情報を同一人の情報であるという

ことの確認を行うための基盤であり、「付番」「情報連携」「本人確認」の３つの仕組

みで構成される。 

将来的には幅広い分野での利用も目指しつつ、当面は、主に社会保障と税分野にお
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いて番号制度を活用することで、下記のような制度の実現、利便性やサービスの質の

向上、行政事務の効率化等を実現することを想定して検討を進めるとされている。 

【番号制度の利用例】 

 社会保障の給付や負担の状況に関する情報を、国・地方公共団体等相互で、

正確かつ効率的にやり取りすることで、給付漏れや給付過誤、二重給付等を

防止し、個人や世帯の状況に応じたきめ細やかな社会保障給付の実現が可能

になる。 

 税務当局が取得する各種所得情報や扶養情報について、番号を用いて効率的

に名寄せ・突合することが可能となり、より正確な所得把握に資する。 

 防災福祉の観点から、災害時要援護者リストの作成及び更新、災害時の本人

確認、医療情報の活用、生活再建への効果的な支援といった取組に活用する。 

 国民が、社会保障・税に関する自分の情報や、利用するサービスに関する情

報を自宅のパソコン等から容易に閲覧可能となり、必要なサービスを受けや

すくなる。 

 その他、国・地方公共団体等間で、申請等に必要な情報を適時やり取りする

ことで、所得証明書、住民票といった添付書類の削減等事務・手続きの簡素

化が図られ、国民及び国・地方公共団体等の負担が軽減され、利便が高まる。 

 医療・介護等のサービスの質の向上等に資するものとして、例えば、保険証

機能を券面に「番号」を記載した１枚のＩＣカードに一元化し、ＩＣカード

の提示により、年金手帳、医療保険証、介護保険証等を提示したものとみな

すこととすることで、利用者の利便性の向上を図る 

（出典：社会保障・税番号大綱より） 

 

今後のスケジュールとして、2011 年秋以降、可能な限り早期に法案を国会に提出し、

2014 年 6 月に番号を交付し、2015 年 1 月以降、社会保障分野、税務分野のうち可能

な範囲で番号の利用を開始する。さらに、2018 年を目途に、利用範囲の拡大を含めた

番号法の見直しを行うことを引き続き検討するとされている。 
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4 番号制度の理念と本年度の提言 

4.1 番号制度の理念 

番号制度は、「公平な社会」、「効率的な行政」さらには「効果的な政策」の 3

つを実現するために不可欠のものである。 

番号制度を活用して、正確な所得を把握し、その上に正確な社会保障給付を

行うことは、国家運営の大前提であり、「公平な社会」の基礎となる。また、税

務や社会保障分野において「効率的」・「効果的」な行政を実現するためには、

番号制度を活用することが不可欠である。 

大綱の決定によって、こうした番号制度の導入に向けた準備が着実に進んで

いることを、大いに支持するところである。 

 

4.2 本年度の提言 

ただし、番号の導入には、相当のコストが民間にも行政にも生じる。そこで、

番号を導入する以上、民間や行政に生じるメリットは、そのコストを超えるも

のでなければならない。そのためには、利用者の利便性が高まる「効率的」な

番号の利用や、「効果的」な政策の実現が必要となる。 

こうした観点から、今般の大綱について、更に検討を要する課題として、 

 

① 「効果的」な政策を実現するための番号制度のユースケース 

② 「公平な社会」を実現するための正確な所得の把握と法定調書の拡充 

③ 「効率的」な民間分野での番号制度の利用 

④ プライバシー保護策と第三者機関の在り方 

 

が考えられることから、本報告書では、番号制度の議論を更に深めるために、

これらの課題についての提言を行う。 

また、証券優遇税制の廃止が 2013 年（平成 25年）末に予定されており、今

後、当研究会の研究テーマである「金融所得一体課税」「日本版ＩＲＡ」の議

論も活発になされることが予想されることから、これらについても、番号制度

の議論とともに提言を行っていく。 
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5 「効果的」な政策を実現するための番号制度のユースケース 

今回の大綱では、番号制度の利用範囲について、まずは国民の生活に直結する社会

保障及び税の分野において広く番号を活用するとし、将来的に幅広い行政分野や、国

民が自らの意思で同意した場合に限定して民間のサービス等に活用する場面におい

ても情報連携が可能となるようセキュリティに配慮しつつシステム設計を行うとさ

れている。 

法整備についても、国民が「番号」を告知、利用する手続については、当面、年金、

医療、介護保険、福祉、労働保険、税務分野などを念頭に置きつつ、さらに法案策定

までに精査するとされている。 

このように、今回の大綱は、番号制度というシステム設計と個人情報保護の仕組み

という「ハード面」は定められつつあるが、国民にとって最も重要な、「効果的」な

政策を実現するために番号制度をどう活用していくのかという「ソフト面」での検討

は、具体化しつつあるものの、まだ十分であるとは言えない。 

そこで、本報告書においては、こうした「ソフト面」、つまり、「効果的」な政策を

実現するための番号制度の「ユースケース」について具体的提案を行いたい。 
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5.1 金融所得一体課税に係る番号の利用 

当研究会では、これまで一貫して金融所得一体課税の推進を主張してきた。 

金融所得一体課税は、金融資産から生じる所得（以下「金融所得」という）を

勤労所得と分離して、その中で損益通算を行い、同一の税率で分離課税するとい

うもので、簡素で分かり易く、資本や投資に対して効率的な税制である。 

金融所得一体課税が実現することによって、国民が投資に対してリスクテイク

しやすい環境が整うことになり、尐子高齢化の進展により今後労働人口が減尐し

ていく我が国において、国民の貯蓄・投資を促進し、限られた金融資産を活用す

ることを通じた経済成長に資することとなる。 

既に我が国では上場株式等の譲渡損と申告分離課税を選択した場合の配当の損

益通算が可能となっているが、今後、様々な金融所得に対象を拡大していくべき

である。当面考えられる金融所得一体課税の対象として、下記の表 1のようなも

のが考えられる。 

表 1 当面の金融所得一体課税の対象商品・所得 

利子所得  預貯金利子、公社債利子、公社債投資信託の収益分

配金 

配当所得  上場株式、公募株式投資信託の収益分配金 

株式譲渡益所得  上場株式、公募株式投資信託の譲渡益 

雑所得  割引債償還差益、外貨建て預金元本の為替差益 

非課税所得  公社債譲渡益、公社債投資信託譲渡益 

先物・オプション取引   

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 

 

金融所得一体課税の対象範囲を拡大していくと、金融所得内での損益通算が行

われるようになる。現在、一つの金融機関の口座であれば特定口座（源泉徴収口

座）があり、申告不要で損益通算が行える仕組みになっており、世界的にみても

優れた課税インフラとして機能している。 

金融所得課税の一体化が進み、預金利子が損益通算の対象となれば、銀行と証
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券会社の間など複数の金融機関の口座間での損益通算が行われるようになる。こ

のような複数口座間の損益通算のためには申告が必要となるが、納税者、金融機

関、税務当局それぞれにおいて、大量の申告に対応することは大きな事務負担と

なる。 

当研究会では、複数金融機関の口座間で、申告不要で損益通算を行うための仕

組みとして、「金融所得確認システム」を提案してきた（図 1）。本システムは大

きく二つの機能からなる。まず、金融機関が提出した資料情報を元に、個人が保

有する複数の金融機関の源泉徴収口座間の損益通算を自動的に行う機能である

（損益通算機能）。もう一つの機能は、損益通算結果を納税者がインターネット上

で確認し、年間に発生した損失の繰越や還付申告を簡単に実施できるようにする

機能である（申告手続機能）。 

上記の機能を実現するためには、複数の源泉徴収口座に発生した金融所得（利

益および損失）情報を個人ごとに集約（名寄せ）する仕組みが必要である。この

名寄せを確実且つ効率的に実施するためには番号を利用することが望ましく、納

税者の利便性の向上、課税の適正化を確保することが可能になる。また、インタ

ーネット上で自身の損益通算結果を確認する場合、本システムにログインする際

の本人確認を行う仕組みも必要となる。その際は、大綱において示されたＩＣカ

ードを利用することができると考える。 

本システムは、申告納税制度の在り方や保有する情報の機密性から、税務当局

の管轄のもとに設置すべきである。税務当局にとっても、本システムによって損

失繰越や還付申告に係る業務が自動化されるため、事務負担の軽減につながると

いうメリットがある。 
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図 1 金融所得確認システムのイメージ 

 

【凡例】下線：金融所得確認システムの導入前後で大きく変化する部分 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 



 

9 

 

5.2 日本版ＩＳＡから日本版ＩＲＡへ 

(1) 日本版ＩＳＡから日本版ＩＲＡへ 

現在の証券優遇税制は 2013 年（平成 25年）末に廃止され、2014 年（平成

26年）に税率を本則（20％）に戻すとともに、その際に激変緩和措置として

日本版ＩＳＡを導入するとされている。 

日本版ＩＳＡは、尐額の上場株式等の投資のための非課税措置で、資産形

成を支援する目的ではあるが、「貯蓄から投資へ」の流れを促進する観点から

創設される暫定的な措置（非課税口座開設は制度導入時から 3年）という位

置付けであり、老後に備えるための制度としての意味合いは小さい制度とい

える（表 3）。 

したがって、2013 年末の証券優遇税制の廃止にともない、本格的な資産形

成促進制度が必要であり、暫定的な日本版ＩＳＡでは、投資家のニーズに十

分こたえるものではないと考えられる。また、３年の時限措置のために金融

機関がシステムコスト等を負担するのも効率的ではないことから、本格的に

資産形成を促進する制度として、こうした暫定的な日本版ＩＳＡに変えて、

これから述べる日本版ＩＲＡを導入することが望ましいと考える。 
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(2) 日本版ＩＲＡの概要と番号の利用 

老後の生活のための資産を自助努力で形成することを支援する個人型年金

積立金非課税制度「日本版ＩＲＡ」の概要は表 2のとおりである。 

この制度は、20歳以上65歳未満の者を全て対象とした非課税口座を設け、

老後の生活のために行う投資について一定の限度額の範囲で、「個人単位」で

拠出時課税、運用・給付時非課税とするもので、現行の公的年金や企業年金

の問題点を補完し、自助努力での資産形成を支援することが特徴である。我

が国において、本格的な尐子高齢化を迎えるに当たり、老後に向けた備えに

対する国民の不安や財政運営上の課題を解決しうるものとして期待が高い。 

この制度の運用に当たっては、既存の特定口座の中に、非課税対象の資産

や所得を別管理できる勘定を設けることが考えられる。複数の金融機関に口

座を分散させた場合、業際問題から金融機関を跨いで限度額管理を行う必要

が出てくるが、国民一人ひとりに重複なく付与された番号を利用することで、

拠出総額が限度額を超えないように正確に管理することが可能となる。 
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表 2 日本版 IRA の概要 

項目 内容 

目的  国民が国や企業に依存するのではなく、自助努力で資産形成するこ

とを税制面から支援。 

 個人単位で資産を管理することで、企業倒産による影響やポータビ

リティの問題を解消。 

 企業間や世代内の不公平の問題を解消し、雇用形態の多様化（正規・

非正規等）にも対応。 

 国民共通の個人年金制度を整備しておくことで、現行複数に分散し

ている 3 階部分の年金制度を将来的に整理・統合する際の受け皿と

して設置。 

適用対象者  国内に住所を有する個人で、年齢が 20 歳以上 65 歳未満の者を対象

とし、職業や所属企業の区別なく、一律に適用。 

運用方法・ 

運用対象商品 

 金融機関に専用の口座を開設。 

 金融所得一体課税の対象に含めることを検討している金融商品を幅

広く対象とする。 

適用要件  5 年以上の管理・運用を行ったうえで、60 歳以後、定期にわたって

払い出しを行うことを金融機関との間の契約とする仕組み。 

 上記要件に違反した場合、払い出しをした日以前 5 年以内に生じた

個人年金資産の運用益に対して遡及課税を実施（ただし、医療費や

介護関連の支出といったやむを得ない場合は除く）。 

課税方法  拠出時課税、運用時・給付時非課税の TEE 型（Tは課税、Eは非課税）。 

 個人年金勘定において拠出をした金融資産から生ずる利子、収益の

分配または差益等に対して非課税。 

拠出限度額  年間 120 万円程度を想定。「使い残し」は翌年以降に繰越し可能。 

制度導入時期  金融機関等におけるシステム開発期間を鑑みて、2014 年以降を目

途。 

課題  現行の 3階部分の個人単位の年金制度と新制度との関係整理。 

 現行の 3 階部分の年金制度について、いつまでにどの制度を整理・

統合するのかという具体的且つ現実的な工程表の作成。 

 年金原資を現在価値で（改めて課税することなく）新制度に移管で

きる仕組み等、現行制度からの資産移行を円滑に進める方法の検討。 

 当該制度の所管省庁の決定。 

 拠出方法を、「任意時期積立方式」とするか「定期積立方式」とする

かについて、限度額管理のためのシステムの機能・費用と合わせて

検討が必要。 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 
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表 3 日本版ＩＳＡと日本版ＩＲＡの比較表 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 

項目 日本版 ISA 日本版 IRA 

目的 ・「貯蓄から投資への」流れを促進す

る方策の一つとして、小口投資家層に

投資のインセンティブを付与すること

で投資家の裾野を拡大することを目的

とする。 

・国民が国や企業に依存するのではな

く、自助努力で資産形成することを税

制面から支援することを目的とする。 

・個人単位で資産を管理することで、

企業倒産による影響やポータビリテ

ィの問題を解消 

・企業間や世代内の不公平の問題を解

消し、雇用形態の多様化（正規・非正

規等）にも対応 

・国民共通の個人年金制度を整備して

おくことで、現行複数に分散している

3階部分の年金制度を将来的に整理・

統合する際の受け皿として設置 

運用方

法・ 

運用対

象商品 

・金融機関に専用の口座を開設 

・本措置の施行の日から 3年以内の各

年において 1年につき 1口座に限って

非課税口座を開設可能 

・上場株式、公募株式投資信託等 

・金融機関に専用の口座を開設 

・複数の非課税口座を開設可能 

・金融所得一体課税の対象に含めるこ

とを検討している金融商品を幅広く

対象とする。 

課税方

法 

・拠出時課税、運用時・給付時非課税

の TEE 型（Tは課税、Eは非課税） 

・非課税口座において当該口座を開設

した日の属する年の1月1日から10年

内に生ずる上場株式等に係る配当所得

及び譲渡所得等に対して非課税 

・拠出時課税、運用時・給付時非課税

の TEE 型（Tは課税、Eは非課税） 

・非課税口座に拠出した金融資産から

生ずる利子、収益の分配または差益等

に対して非課税 

拠出限

度額 

・年間 100 万円を想定。合計では、3

年間で 300 万円を拠出可能 

・「使い残し」の翌年度移行への繰越

しは不可能 

・年間 120 万円程度を想定 

・「使い残し」の翌年度移行への繰越

しが可能 

制度導

入時期 

・上場株式等の配当所得及び譲渡所得

等に係る10%軽減税率が廃止され20%本

則税率が実現するタイミングで導入予

定（2014 年 1月 1日以降の年分の予定） 

・金融機関等におけるシステム開発期

間を鑑みて、2014 年以降を目途 
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(3) 日本版ＩＲＡの必要性 

現在、政府においても「社会保障と税の一体改革」が議論されているよう

に、我が国の厳しい財政状況を踏まえれば、これ以上の公的年金をはじめと

する社会保障費の充実は難しい状況にあると考える。したがって、今後の老

後の備えとして、公的年金を補完するものとして、日本版ＩＲＡのような私

的年金制度の拡充を行うことで自助努力を支援していくことはきわめて重要

となる。 

経済産業省の「産業構造審議会 基本政策部会」における「中間取りまと

め」（平成 23年 6月）においても、「自助努力の支援」として、「私的年金の

活用促進」が取り上げられ、「我が国では、米国や英国等に比べると私的年金

の規模が小さく拡大の余地が大きい」とされている（図 2）。 

また、「我が国においても、公的年金給付の縮小を補完するため、一定年齢

以上（60 歳前後）の引出しを条件とする資産形成に対する公的補助（ドイツ・

リースター制度）又は税制優遇（米国・ＩＲＡ制度）を導入すべきである」

とされている。 

このように、先進各国の年金政策は、私的年金の充実、自助努力への支援

にその力点がシフトしていると言えよう。 

図 2 私的年金の対ＧＤＰ比（2007 年） 

 

（出典：産業構造審議会基本政策部会「中間取りまとめ」（平成 23年 6月）） 
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(4) 日本版ＩＲＡの更なる制度設計 

① 番号を活用した日本版ＩＲＡの口座管理 

一方で、日本版ＩＲＡの口座管理に当たっては、年金目的という理由か

ら、現在の確定拠出年金と同様の方式を用いて、レコードキーピング会社

が口座を管理することも考えられる。しかしながら、確定拠出年金の運営

管理に当たっては、金融機関は自ら金融商品を販売する以外に別途レコー

ドキーピング会社を運営しているので、その分コストがかかっている状況

にある。 

そこで、今般の番号を活用することで、個人の口座管理や限度額管理を

効率的に行うことが可能となるので、こうしたレコードキーピング会社を

設立することなく、各金融機関において口座管理・限度額管理が可能とな

り、当局においても口座の一括管理や限度額管理を行うことが可能となる。 

そうなれば、各金融機関は利用者への口座開設を促すため、日本版ＩＲ

Ａの運用のための商品として、自前の金融商品を幅広く用意することとな

り、また利用者も自分のニーズに即した金融商品の選択が可能となり、双

方の利便性が高まることとなる（図 3）。 

このように、口座管理に当たっても、既存のレコードキーピング会社を

活用するよりも、当研究会で提案しているように、各金融機関に口座開設

する形式が望ましい。 
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図 3 日本版 IRA の口座管理イメージ 

 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 

 

② 既存の積立制度の日本版ＩＲＡへの統合 

こうした日本版ＩＲＡについて、よりよい制度設計とするために、更に、

下記のような検討をする必要がある。 

まず、日本版ＩＲＡを魅力ある制度とするためには、個人にとってニー

ズが高い制度にする必要がある。超高齢化社会を迎える日本社会の最大の

課題は、財政が逼迫し公的支援が難しくなる中で、老後の生活資金を、い

かに自助努力で確保するかという点にあり、日本版ＩＲＡもその点に注力

した制度とすべきである。 

また、日本版ＩＲＡを充実したものとするためには、既存の積立制度を、

柔軟に日本版ＩＲＡに移行することを認めるべきと考える。日本版ＩＲＡ

の役割として、現在複数ある個別の積立制度を日本版ＩＲＡに統合するこ

とも検討すべきではないかと考える。 

具体的には、確定拠出年金のマッチング拠出（従業員個人の追加拠出）

や財形貯蓄を日本版ＩＲＡに統合することや、中途退職者の確定拠出年金
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の受け皿としても日本版ＩＲＡを活用することができると考える。 

こうした点について、中期的な視点に立って検討すべきと考える。 

なお、現在の積立制度は住宅取得等の目的も存在するが、日本版ＩＲＡ

の目的としては老後の生活費をメインに据え、引き出し事由として、５年

間の積立てを前提とし、例外的に、不測の事態の引き出しは認めるとする

ことが考えられる。 

 

5.3 記入済み申告制度 

(1) 記入済み申告制度 

番号制度が導入されれば、税務当局が、資料情報制度によって得た情報を、

番号を活用することで、効率的且つ正確に収集・名寄せすることが容易にな

る。 

当研究会が以前から提案してきた、雇用主や金融機関等の第三者から、税

務当局に提出された情報に基づいて、税務当局が納税者の所得金額や控除金

額、税額を申告書に事前に記入したうえで納税者に提示し、納税者が記入内

容を確認することで、申告が終了する仕組みである「記入済み申告制度」の

導入に向けた検討を開始すべきである。 

こうした「記入済み申告」によって、納税者にとっては、申告書作成負担

が緩和されるメリットがある。同時に、正しい申告書の入手による税務当局

の効率性の向上に資することにもなる。 

 

(2) スウェーデンの事例 

記入済み申告は、北欧を始め欧州を中心に導入国が増えている。早くから

導入している国の一つにスウェーデンがある。スウェーデンでは、すべての

個人納税者に、申告に必要な情報が記入された申告書が送られてくる（紙又

は電子申告）（図 4）。納税者は、記入されている内容に間違いがないかを確

認し、必要があれば修正・追記して、申告が完了する。 

こうした制度を効率的に実現するに当たり、スウェーデンでは、まず、「法

定調書の電子化」が進んでいる。こうした電子化された法定調書は、番号
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（PIN：Personal Identity Number）により名寄せが行われ、国税庁によって、

給与、年金、社会保障給付、金融所得（利子、配当等）、譲渡損、金利費用、

各種税額控除など申告に必要な情報が、納税者のために申告書に記入される。

番号を活用することで、効率的且つ正確に収集・名寄せするには、法定調書

の電子化が非常に重要である。 

また、スウェーデンでは、銀行のオンラインバンキングを通じて国税庁の

サイトにログインするシステムが採用され、簡素な手続きを実現している。

さらに、特に、修正がない場合には、事前に送られてきた申告書に記載され

ている番号を入力することにより申告が完了するという非常に簡素な手続き

を採用している。 

 

図 4 スウェーデンの記入済み申告書（イメージ） 

収入
給与
医療給付

225800
2310

＝ 228110

資本所得
利子
配当

3800
2154

＝ 5954

資本所得からの控除
譲渡損
借入金利

10900
8500

＝ 19400

課税所得
228110

地方税
不動産税
年金保険料
教会税
墓地税
年金保険料控除
勤労税額控除
キャピタルロス控除

課税額合計

源泉徴収税額

還付額

+ 58065
+ 6362
+ 16100
+ 2021
+ 137
- 16100
- 12026
- 4033

＝ 50526

- 53881

＝ 3355源泉徴収税額 53881

・・・・・

・・・

資本所得（損益通算）
資本所得 + 5954
資本所得からの控除 - 19400

＝ 13446

※
税額加算分

税額減算分

加算と減算
の合計

 

※１ スウェーデン国税庁からのヒアリングの際に入手した記入済み申告書サンプルより作成 

※２ イメージの中の「矢印」「注書き」は事務局による記載 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 

 

(3) 我が国への示唆 

こうしたスウェーデンの例に見られるように、記入済み申告がうまく機能

するポイントとして、「法定調書の電子化」「簡素な手続き（個人認証）の実
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現」といった点があげられ、我が国における記入済み申告の導入のための重

要な示唆となると考える。これは、導入が予定されているマイ・ポータルの

機能を拡充しつつ、電子申告（e-Tax）の利用を一層推進していくことにより

可能となる。 

事前に情報が入力された状態で電子申告（e-Tax）を使うことができれば、

現状の電子申告（e-Tax）以上に納税者の申告負担の軽減につながる。 

また、電子申告（e-Tax）の利用に当たって、番号制度の導入による簡便な

本人確認制度の導入が必要であり、大綱におけるＩＣカードを活用すること

などが考えられる。 

さらに、我が国では、今後、1000 枚以上法定調書を提出する者からは電子

データでの提出が義務付けられることとなっており、法定調書の更なる電子

化が進む予定である。 

また、大綱においても、「自己の過去の税務申告や納付履歴に関する情報」

「確定申告等を行う際に参考となる情報」について、自宅のパソコン等から

容易に閲覧が可能となるといった記述が見られることから、こうした情報提

供の延長上に「記入済み申告」があると考えられる（図 5）。 

我が国において、記入済み申告を普及させるためには、給与所得者を対象

とすることが考えられる。 

この場合、従来の税務手続きと大きく異なる措置となることから、移行期

間を設けて段階的に制度の導入を図っていく必要がある。事前に記入される

情報については、最初の段階では一定の範囲に限り、段階的に記入内容が充

実していくようにすることが望ましいのではないか。 

例えば、最初の段階では、図 5を踏まえれば、給与所得や源泉徴収税額を

基本に、年金保険料、国民保険料といった社会保険料控除や、配偶者控除、

扶養控除といった人的控除額を記載し、法定調書の電子化が進んだ段階で、

生命保険料控除、地震保険料控除、医療費控除、住宅ローン控除、寄付金控

除等の記載が考えられる※。 

                                                
※ なお、スウェーデンは二元的所得課税下で記入済み申告を導入しているように、記入済み申告は、総合課

税を前提とする制度ではない。 
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図 5 「番号制度でなにができるようになるか（2011 年 1 月 31 日）」（内閣官房社会保

障改革担当室） 

 

（出典：内閣官房社会保障改革担当室作成資料） 
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6 「公平な社会」を実現するための正確な所得の把握と法定調書の拡充 

番号制度の導入によって、法定調書の名寄せ・突合の精度は向上し、それ   

により正確な所得の把握に向けての一定の効果が期待されるものの、それだけで

は不十分である。今般の大綱には、「法定調書の拡充についても検討を進める」と

の記述があるように、必要に応じて所得情報を把握するためには法定調書の拡充

が必要となる。以下、諸外国の例を参考にしながら検討する。 

 

(1) 利子所得について 

諸外国の資金のフローやストックに関する資料情報制度を見ると（表 4）、

フローについては、利子所得の取扱いに違いが見られる。我が国では、利子

所得は、源泉分離課税となっており、法定調書の対象となっていない。 

今後、最低保障年金の導入や、消費税率引上げ時の逆進性対策等の低所得

者対策を実施する際には、一定の所得以下を対象とするためのインカムテス

トが必要となると考えられ、その際には、金融所得も合算する必要が出てく

るだろう。 

金融所得一体課税において、利子所得を株式の譲渡損失等と特定口座で相

殺させるためには、源泉分離課税から申告分離課税に移行することが必要と

なり、利子所得も法定調書の対象とする必要がある。 
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表 4 諸外国の資料情報制度（個人） 

日本 アメリカ イギリス（注3） フランス オランダ スウェーデン

フロー

金融所得

利子 ×（注1） ○ ○ ○ ○（注4） ○

配当 ○ ○ ○ ○ × ○

株式譲渡 ○ ○ ○ ○ ○（注5） ○（注7）

事業所得 × × × × × ×

給与所得 ○ ○ ○ ○ ○ ○

不動産譲渡 ○ ○ ○ ○ ○ ○（注7）

国内送金、預金の入出金 × ○ × × 不明 不明

海外送金 ○ ○ × △（注２） 不明 不明

ストック

金融資産
預貯金口座開設 × △（注2） × ○

○（注6）

×（注8）

株式保有 × × ○ ×

不動産 × × × × ○

貴金属 × × × × 不明

海外資産 × ○ ○ ○ 不明
 

 

 

(2) 海外資産について 

一方で、海外資産の取扱い（表 4）については、法定調書の充実を検討す

る必要がある。海外のいわゆるタックスヘイブン等への金融資産の逃避事例

に見られるように、経済取引のグローバル化により、納税者が課税の執行逃

れのために資産を国外に移転するリスクが高まっている。今後、我が国から

海外への資金移動や海外資産についての把握の必要性が課題となる。 

平成 23 年度税制改正大綱においては、「国外資産に関する報告制度など

様々な資料情報収集の手続整備に向け、適切な課税・徴収の確保の観点から、

具体的な方策について引き続き検討します。」とされている。 

また、税制調査会専門家委員会「国際課税に関する論点整理」（平成 22年

11 月 9日）では、「米国では、資産の国外移転に係る報告義務を課している。

我が国でも、国外送金等に係る調書の提出が法律上義務付けられているが、

その他にも国外資産に関する報告制度や、租税回避のリスクに対応した取引

報告制度といった資料情報収集の手続を整備するなど、様々な制度を講ずる

ことが考えられる。」とされている。 
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一方、我が国では、所得 2000 万円超の者の申告書添付書類である「財産及

び債務の明細書」において「国外に存する財産」について記載が求められて

いるが、報告しない場合にも罰則がないなどの問題が指摘されており、この

取扱いも含めて、海外資産の取扱いの検討を行う必要がある。 

 

(3) 口座残高情報 

先進諸国の制度を見ると、オランダを除き、法定調書の対象として、金融

機関の口座残高まで税務当局に報告させる国は見られない。 

オラダでは、金融純資産を課税ベースとした金融所得課税を課しているの

で、銀行は 1月 1日時点の貯蓄残高と株式保有情報を報告する義務がある。 

しかし、オランダ以外の先進国の状況を鑑みれば、我が国においても国内

の金融機関の口座残高の情報を取ることは慎重に検討していく必要がある。 

 

7 「効率的」な民間分野での番号の利用 

番号制度を導入するためには、官民双方に大きなコストがかかることが想定される

が、今回の大綱においては、そのコストがどの程度か、また、国と民間でどのように

コストを分担するのか明らかではない。 

特に、民間分野での利用に先立って利用が開始される税務に活用する番号は、民－

民－官での利用になることから、番号の利用に当たっては、相当のコストが民間事業

者にも求められることになると考えられる。 

その場合、金融機関については、既存口座への番号の登録を直ちに一律に実施する

ことは、例えば銀行の既存口座数が約 8億口あると言われていることを考慮すると現

実的に難しいといった事情がある。今後、民間分野における番号制度の在り方を考え

る場合には、例えばＩＣカードを本人確認で用いる際に必要な端末の設置や事務・シ

ステム対応をはじめとする、金融機関の事務・システム対応の容易性やコスト、番号

登録の実現性等に十分配慮した制度設計と導入スケジュールとすることが重要であ

る。 

相当のコストをかけて、番号制度を導入する以上は、民間分野においても、そのコ

ストを上回るメリットを享受するものでなければならないことから、民間分野におけ

る番号の利用（いわゆる「民間利用」）についても、こうした観点からの検討が必要
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である。 

一般に番号の「民間利用」といった場合には、金融機関を含む民間分野（企業）で

の番号の幅広い利用を指していると思われる。 

例えば、金融機関での番号の利用を考えた場合には、①法定調書への番号の記載と

いった税務における番号の利用、②窓口での本人確認等、法律上金融機関に課せられ

る事務における番号の利用、③金融商品の勧誘・販売といった営業目的に番号を利用

する場合など様々なものが考えられる。 

このように、金融機関等の民間分野での番号の利用については、様々なバリエーシ

ョンがある一方で、こうした利用を「民間利用」として一括りにして、プライバシー

上の懸念から、その是非を論じてしまう傾向にあった。 

大綱においては、番号制度の利用範囲について、当面は主に社会保障分野と税分野

においての利用を開始し、平成 30 年（2018 年）を目途に、利用範囲の拡大を含めた

番号法の見直しを行うことを引き続き検討するとされている。しかし、そもそも大綱

は、国民にとって利便性の高い社会を実現することをその理念としていること（別添

参照）を踏まえると、利用者の利便性が高まる「効率的」な民間分野での番号の利用

については、平成 30年を待たずに、当然に利用を開始すべきと考える。 

当研究会としては、民間分野での番号の利用について、①法律上番号の利用が義務

化されるもの（税務利用等）、②法律上の金融機関等に課せられた事務における番号

の利用、③営業目的での利用の３つに分けたうえで、①については、当然認められ、

②については、利用目的を一つ一つ議論しながら法令によりその利用を認める「ホワ

イトリスト・アプローチ」をとり、③については、プライバシー上の懸念を理由に慎

重な意見もあることから基本的に認めるべきではない、と考える（図 6）。 

また、金融機関では、金融商品取引法の適合性原則上、投資家保護の観点から、顧

客の知識・経験・財産状況・投資目的等に適合した形での金融商品の販売を行ってお

り、金融機関内での顧客情報の名寄せに番号を活用すれば、金融機関の事務の簡素化

が図られる。同時に、利用者はより正確に適切な金融商品の説明を受けられ、金融機

関・利用者双方の利便性が高まる効率的な利用と考えられる。したがって、こうした

利用については、平成 30 年の利用範囲の拡大の検討を待たずに認めるべきと考える

（図 7）。 
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図 6 民間分野における番号の利用イメージ 

 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 

 

図 7 金融機関に認められるべき番号の利用 

 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 
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8 プライバシーの保護策と第三者機関の在り方 

番号制度の導入に当たっては、国民のプライバシーに対する懸念に対応する必要が

ある。 

大綱では、国民の懸念を類型化したうえで、制度上の保護措置やシステム上の安全

措置を講じることとしている。例えば、国家により様々な個人情報が一元管理される

のではないかといった国民の懸念が明示され、そのための方策として個人情報の分散

管理、番号を直接用いない情報連携等も記載されている。その他具体的な措置として、

法令上の規制等措置や罰則強化、第三者機関による監視等が記載されている（表 5）。 

大綱において、第三者機関は、番号に係る個人情報の取扱いの監督、番号に係る個

人情報の取扱いに関する苦情の処理、情報連携基盤及びその他の機関と接続する部分

の監査等の業務を行うとされている。 

当研究会でも、昨年度の提言において、第三者機関の必要性を強く主張してきたと

ころである。 

 

表 5 大綱におけるプライバシー懸念への措置の整理 

懸念の類型 制度上の保護措置 システム上の安全措置 

①国家管理への懸念 ・第三者機関による監視 

・自己情報へのアクセス

記録の確認 

・個人情報の分散管理 

・「番号」を直接用いない

情報連携 

②個人情報の追跡・突合

に対する懸念 

・法令上の規制等措置 

・第三者機関による監視 

・罰則強化 

・「番号」を直接用いない

情報連携 

・アクセス制御 

・個人情報及び通信の暗

号化 

③財産その他の被害への

懸念 

・法令上の規制等措置 

・罰則強化 

・アクセス制御 

・公的個人認証等 

（出典：社会保障・税番号大綱） 

 

また、大綱では、住基ネットに係る最高裁合憲判決（最判平成 20 年 3 月 6 日）の

趣旨を踏まえ、番号制度は、個人情報を一元的に管理することができる機関又は主体
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が存在しないこと等の要件を備える必要があるとされている。 

現在、大綱において規定されている情報連携基盤は、各情報保有機関が保有する個

人情報がやりとりされる場所である。大綱では、この情報連携基盤の運営機関の具体

的な組織の在り方については引き続き検討するとある。 

しかし、この運営機関が、情報保有機関である個別の省庁となってしまった場合に

は、結果として、個人情報の一元管理につながるおそれがある。また、マイ・ポータ

ルについても、同様である。 

こうした点を回避するためには、情報保有機関である個別の省庁が、情報連携基盤

やマイ・ポータルの運営機関となることは適当でなく、情報保有機関ではない第三者

機関や省庁が適当であると考える（図 8）。 

なお、昨今の原子力行政に見られるように、原子力行政を推進する資源エネルギー

庁と、それを監査する保安院が、同じ経済産業省内であったことで、チェックアンド

バランスが機能しなかったことは、今般の第三者機関や、情報連携基盤、マイ・ポー

タルの運営機関を設置するに当たり、大いに参考にすべきと考える。 

また、プライバシーの問題に配慮しながら検討が進められてきた番号制度の導入を、

個人情報保護策を充実する絶好の機会だととらえ、現行の個人情報保護法の枠組みの

中だけでなく、個人のプライバシー保護全般にわたっての議論を行うべきである。 
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図 8 情報連携基盤、マイ・ポータルの運営機関 

 

（出典：金融税制・番号制度研究会作成） 
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＜別添：社会保障・税番号大綱（概要）＞ 
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10  研究会の開催内容 

 

第38回会合 「共通番号とそのユースケースの検討について」 

（2011年2月17日）  

 

 

第39回会合 「教育IRAについて」 

（2011年4月21日） 「本年度の研究会の検討方針について」 

 

 

第40回会合 「社会保障・税番号要綱について」 

（2011年5月27日） 「番号制度のユースケースについて」 

 

 

第41回会合 「社会保障・税番号大綱について」 

（2011年7月5日） 「日本版IRAについて」 

 

 

第42回会合 「本年度提案骨子について」 

（2011年8月4日） 「社会保障・税番号大綱に対するパブリックコメントについて」 

 

 

第43回会合 「本年度提言について」 

（2011年9月22日）  
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11  金融税制・番号制度研究会の活動 

当研究会では、平成18年9月から活動を始め、平成23年 10月現在、43回の会合を開催

し、下記の通り、毎年報告書を公表している。 

「金融所得一体課税―その位置づけと導入にあたっての課題」（2007年10月） 

「金融所得一体課税～個人金融資産1,500 兆円の活用に向けて～」（2008年10月） 

「金融所得一体課税の推進と日本版IRAの提案」（2009年10月） 

「社会保障・税の共通番号制度の導入と民間利用のあり方」（2010年11月） 

これらの報告書については、ジャパン・タックス・インスティチュートホームページ

（http://www.japantax.jp）や、金融庁ホームページ 

（http://www.fsa.go.jp/singi/zeiseikenkyu/siryou/20100611.html）で閲覧が可能である。

また、2010年8月に、『金融所得一体課税の推進と日本版IRAの提案』（社団法人金融財政

事情研究会、平成22年8月）を出版した。 
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